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論 文 内 容 要 旨

1問 題 の所在 と分析視 点

冷害 による凶作 を如何 に して克服す るか とい う問題 は,東 北農業がか かえて いる歴史的

命題 の一 つで あ る。その問題の所在 は,冷 害 による農業生産 ・国民生活 の混乱 とそれへの

対応 の歴史 的過程 の中に求める ことができ る。

藩政期 の冷 害は,直 ちに凶作=飢 謹 を出現す る苛酷 な社会問題であ ったが,封 鎖的 ・割

拠的 地方制 度 と経験的 ・低位不安 定稲作技術 水準 の下 では,天 災 ・宿命 と して受 け止 め ら

れ,備 荒貯穀 と自助に頼 る以外 に方 法がなか った。 明治維新以降の冷害 も,そ の強 さ,頻

度において藩政期 のそれ と変わ らなか ったであろ うが,社 会体制が中央集権制度 に変 わ り,

その下での救済措置,農 談会 ・研究機 関の整備 による稲作技術改良 と生産力上 昇な どにょ

り,殆 ん ど餓死者を出 していない。第2次 大戦以後 は,昭 和初期 に始 ま る耐冷稲作技術の

一層 の進歩 ・体系化 と稲作生産力の安定的上昇 ,共 済制度 の整備 ・普及,兼 業化 によ る農

外収入 の増 大,さ らには,外 国農産物 の輸入 と米の構造的 ・恒常的過 剰化な どに より,冷

害 による食 糧の不足や農家生活の著 しい窮乏 など大 きな社会的 ・経済的混乱を出現 しなか

った。 しか し,50年 以 降 大 き な冷 害 が頻 発 し,東 北農 民 に甚 大 な被 害を与え たのみ

で な く,世 界的な異常気象 と食糧不足 の発生 を背景 に,国 民食糧の安 定確保の上で も問題

とされ,改 めて,そ の要 因 ・実態 ・対応方法が究明 されねばな らない。

と ころで冷害 は,"異 常気象の発生→ 凶作 の出現→人間社会の秩序 混乱"と して図式化

され るが,そ の究明 は,"気 象ご農作物ご人間"と い う相互関係の機 作に焦 点をおいてな

され る ことが重要 である。 そこで,こ の論文では,次 の三つの視点か らの分析 を試みた。

第一 は,「 自然科学 的視 点」すなわち冷害 の自然的 ・技術的 メカニズムに関す る諸問題

の究 明であ り,第 二 は,「 社 会的 ・経 済的視点 」す なわち冷害によ る農 作物の減収が社会

・経済 の秩序 に及ぼす影響 に関す る諸問題 の究 明で ある。そ して第三 は ,冷 害に対す る人

の 「意 識的 ・行動 的視点」 すなわち生産農民,研 究者,農 政 ・行政 関係者の冷害 対応に関

す る諸 問題 の究 明である。

皿 冷害 と耐冷稲作技術の形成

東北地方 は,地 理的条 件か ら,偏 西風 の影 響を受 け,本 来的に異常 気象 が発生 し易い位

置 にある。冷害発生の頻度 ・継続 性は,日 本海側 に比 し太平洋側で何れ も高 く,津 軽地方
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で は三分 の二 の期 間が凶荒期 間で あ るとい う。

当地方の冷害 は,第1種 型冷夏 によ る障害型 と混合 型の発 生が多 く,し か も,被 害が大

きい。被害の発生程度 は,ヤ マセの時期,流 路,強 さによ り多様 的であるが,概 して,太

平洋側で大き い。

55年 冷害(第1種 型冷夏 ・障害型冷害)に おけ る水稲被害は,市 町村別 作況指数 が0～

111%に 分散 し,太 平洋側 の大 凶作,日 本海側 の大豊 作 とい う極め て対照 的な地域性を示

した。 これ は,水 田の自然的(地 理的)立 地 とヤマセの程度 との関連 で生ず るが,基 本的

には,稲 作期間 の気象条件 の差異(太 平洋側 ・低温少照,日 本海側 ・高 温多照)に 起因す

る。 これに対 し,1戸 当た り水稲 被害額 は,作 柄,水 田規模,価 格 との関連 で決定 されるが ,

その市町村別 分布を みると,戦 後,太 平洋側 で開田によって水 田規模 を拡大 した と'ころで

被害額が大 きい。

こう した 被害発生 の地域差 を示しながらも,東 北地方 の単収 水準 は,明 治期 の最 下位群 か

ら近年最上位群へ と上昇 した。 これは,① 耐冷 ・強稗 ・安定 多収品種の採用,② 健苗早植

技術の確立,③ 施肥 技術の 改善,④ 病害虫 防除技術 の確立,⑤ 水管理技術の改善,1⑥ 耕地

・用排水の整備 など,耐 冷稲作技術 の形成 に負 うところが大 きい。 これ らめ技術 は,-温 暖

期(温 暖地)に もそ の効果 を発揮 して いる。 したが って,耐 冷稲作技術 は,一 般 にいう多

収稲作技術と本質的に異な る もので はな く,気 象 条件 の変化 に対 して,量 的,:時 間的,(質

的)な 対応諸機能を具備 した技術で あるとい え,こ こに,被 害の個人差 ・圃場差発現の契機 ・

要因を 内包す る。そ して そこには,植 物生態学 におけ る 「関係条件の相対性の法則」(寺

尾)と 技術適用 にお ける"技 術の原理"・"技 術利用 の時"を ふ まえた実践,す なわち,

「人間実践(生 産的 実践)に おける客観 的法則性の意 識的適用 」(武 谷)あ るいは 「臨機

の処置」(寺 尾)の 良否 が大 き く関連 している。「

皿 冷害に対す る農 家の技術 的対応

農家の技術選択 。適 用の行動は,"積 極 的 ・実証 的技術選択 ・適 用型"と"消 極 的 ・追

随的技術選択 ・適用 型」に大別 され る。 前者は,稲 作理論の学習 と実 践を通 じて,自 らの

稲作診断 に基づ いて科学的に技術を適用 してい る型で,異 常 気象な ど栽培環境の変化 に対

し 「臨機 の処 置」 を とりうる。 これに対 し後者は,指 導機 関 ・農家の指示 ・情報 に基づ く

部 分的技術 の導 入適用を行な う型で,前 者 に比 し,「 臨機の処置」 がと りに くく,技 術適

用を誤 った り,適 期 を失す る ことが ある。 また技術の選択 は,技 術 合理 性の立場か らのみ
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でな く,政 策的要請 や経済合理性 の立場 か らも行 なわれ る。 例えば,冷 害危険度の高 い地

帯へ の耐冷性の弱 い銘柄品種の導入や省 力化 を目的 と した稚 苗機械 植の導入 などであ り,

これ らは,収 量不安定化の要因 とな って い る。

では,55年 冷害 にお ける農家の耐冷稲作技術 の適用 と効果の発 現は どうであ ったか。

被害が激甚であ った青森県三沢市(作 況指数1%)で は,冷 害対 応を意 識 した品種選択,

育苗(中 ・成 苗),施 肥,水 管理,防 除 などを実施 したが,品 種選 択(ハ マアサヒ),N肥

料の調 節な どに効果 がみ られたのみで,他 の技術 は被 害軽減 に効 果 しなか った。 とくに、

水管理 技術は用排水路 ・畦畔 の不備か ら効果 して いない。 い うな らば,55年 冷 害は,そ れ

程 に厳 しい ものであ り,耐 冷稲作技術の一層の耐冷化 と基盤条件の整備 を必要 と して いた。

被害 が甚 しい岩手 県雫 石町(同55%)で は,N肥 料 をひかえ珪 酸石灰120kg投 入,深 水

留意(15㎝ ・1日2～3回),堆 肥2t投 入,個 人 防除4回 など耐 冷稲作技術を適用 した

農家で減収 が少なか った。 ここでは,か な り,耐 冷 稲作技術 適用の効果 が確認 された。

被害 が比較的軽微な岩手 県江刺 市(同83%)で は,① 追肥の時期 ・量,② 防除の回数,

③ 品種,④ 水管理,⑤ 刈取 延期,⑥ 水田の性状,⑦ 地形 ・風 みち,⑧ 堆肥 の量,⑨ 田植期,

⑩排水,⑪ 標高,⑫ 苗の素質な どの良否 がすべ て収量支配 に関係 していた。

これ らか ら知 られ るこ とは,ヤ マセの程度 が弱 いところ程,耐 冷稲作技術 の幅広い適用

によ って,被 害を軽減 しうる可能性 に富む ことで ある。 そ して,当 地域内に は,こ うした

地帯 が広 く存 在す る。 したが って,こ この農家 が生産 意欲を高め,耐 冷稲作技術を忠実 に

実行 してい くことが,今 後の国民食糧を安定確 保す る上で重 要である ことを示す。

W冷 害 に対する社会的 ・経済的対応

55年 冷害に対する行政 の対応は,岩 手県や前述の地区でみ る限 り,損 害 に対す る所得補

填,資 金融通,支 払 猶予,農 業生産回復,二 次 被害防止,生 活維持安定 な ど,多 面的な対

策が実施 されているが1緊 急 的,短 期的,資 金的対 策が多い。 これ らの対策 も重要で ある

が,よ り重要 なのは,冷 害 を回避 しうる生産 条件 の整備 対策で あ る。岩手県で も農業生 産の'

回復対策 をあげているが,そ の年あ るい は次年度 に向けてのものが多い。生産条件 の整備 は

単年度 事業 では達成 し難 く,恒 常的 ・継続的事業 と して指導 も含 め実施 されなければ効果

があが らない。また,借 入資傘 の使途 は,個 人的事情により異なるが,努 めて生産条件の整

備 に充 当す るよ う.指導が必要である。

農家 経済は,農 外所得,共 済金,借 入金 によ り,資 金的には前年度 を下 回 らなかった。
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しか し,借 入金 は返済負担がか かる。農 家の節約 は,三 沢市の例による と,家 計費 の節約,

農機具更新 ・家屋改修の中止の ほか,家 族 の通院費が ない,子 供の進学 を止め るなどに も

現われてお り,そ の 程 度 は異 な るが,昔 と変 らぬ経 済的窮迫感 におそ われて いる。

そ して,そ の影響 は,地 域経済 にも時間的ずれ をもって現われ,岩 手県で は56年 か ら農

家の家計支 出の前年比が低下 し,57年3月 か らはマ イナスに転 じて いる。

V総 括

冷害 は気象災害の一 つであ り,私 経済 的には即 時的 ・直接的に,ま た,国 民経済的 には

時 差 的 ・間 接 的 に大 きな影響 を及 ぼ して いる。特 に,世 界的 な異常気象 と食糧不足の発

生 を配慮す ると,国 民食糧の安定供給の立場 か ら,そ の対策 の樹立が重要で ある。

その第一 は,耐 冷稲作技術その ものの見 直 しで あ る。三 沢市の ように,7月 下旬～8月

上旬の気温低下(17℃ 以下)が 予想以上 に強い地帯 に対 しては,そ れに耐え うる品種育成,

栽培法の確立が必要で ある。

第二は耐冷稲作技術適用の実態 と耕地 ・水利 な ど生産 条件 の見直 しであ る。 これ まで,

好天に恵まれ たこと,農 外就労が強化定着 していることなどか ら,技 術適用 は画一化,ス ケジュ

ール化 してお り,技 術 の原理 をふ まえ た臨機 の処 置が とりに くくなって いる。 と同時 に,
ヒ

技術適用の場 も未整備で ある。 これ らの問題 は,食 糧に対す る国民的関心を高め る中で,

改善対策 が検:討されね ばな らない。

そ して第三 に,新 たな生産方向 と して,冷 害常発地帯 における経営複合化 を,適 地適産,

危 険分散の視点 か ら推進す るこ とが重要で ある。
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審 査 結 果 の 要 旨

冷害による凶作は東北農業がかかえている歴史的宿命 ともいえる。藩政期の冷害は直ちに凶作

一飢鐘を意味したが,昭 和に入って,耐 冷稲作技術の進歩,体 系化と稲作生産力の安定的上昇に

より,冷 害はかなり克服され,と くに第2次 大戦後,東 北地方は耐冷,強 桿,安 定多収品種の採

用,健 苗早植,施 肥,病 虫害防除,水 管理等技術の確立,耕 地,用 排水の整備などによって,稲

作生産力は急上昇 し,反 収は全国最上位群に入り,東 北における冷害問題 は一挙に解決 したかに

みえた。 しかし昭和55年 からの連続4年 の冷害は,人 間のかかる驕慢 さを一挙に吹き飛 ばすもの

であった。

著者は多年にわたる稲作技 術の経営的研究と農家指導の経験か ら今回の冷害に対 して抱括的な

理論的,実 証的研究を試みた。

著者はまず,東 北地方の冷害の自然的,気 象学的分析を行い,今 回の冷害が主として第1種 型

冷夏(ヤ マセによる)に よるもので地域的 には東北地方大平洋側と くに開田によって規模拡大 し 「

たところに被害の大きいことを指摘する。ついで稲作技術そのものの検討に移 り,上 述の耐冷稲

作技術は,一 般的な多収稲作技術と基本的に異なるものではなく,気 象条件の変化に対 して量的,

時間的(臨 機応変的)な 対応諸機能を具備 した技術であるべきこと,し たがって個人差,圃 場条

件の差が発生 し易く,冷 害による被害 も技術そのものより技術を適用する人間の側に問題のある

ことを指摘する。

ついで著者は,今 回の冷害に対する農家の対応に積極的,実 証的技術選択,適 用型 と消極的,

追随的のそれのあること,後 者は前者に比 し,自 主性をもたぬため栽培環境の微妙な変化に対し

臨機の処置をとり得ず,被 害を大きくしていることを実証 している。

また著者は冷害に対する行政的対応として損害に対する所得補填,資 金融通,支 払猶予,生 活

維持安定など多面的な対策が実施されたが,い ずれも緊急的,短 期的対策で,冷 害を回避 しうる

生産条件の整備対策ではなく,農 家はむしろ冷害を一過性として受け取る危険性 さえあることを

指摘す る。

そ して最 も根本的な冷害対策は耐冷稲作技術そのものの見直しと技術の原理をふまえた臨機の

処置を とり律 るような生産条件,主 体的条件の確立にあることを結論としている。

以上のように著者は冷害問題に対 して技術,経 営,経 済,政 策と多面的な分析を試み冷害問題

解決のための多くの示唆を与えた。 この業績に対 して農学博士の学位を授与す るに値す ると判定

した。
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